
令和２年度 第５回選別会議記録 

日 時 令和 2年 3月 3日（水）10:00～11:20 

出席者 資料課 高﨑、小川、齊藤、吉村、関根、長谷川、澤内 

議 題 環境農政局（総務室除く）簿冊文書の選別案について 

１ 開会 

 

２ 主な検討等の内容  

・担当者原案に基づき、担当が説明を行った。 

・次のとおり資料を修正する。 

№42の選別結果を保存に、細目基準を11(3)に修正する。 

№44の細目基準を14(2)アに修正する。 

№73は現物がないので、今年度の選別記録から落とす。 

№116の細目基準を27に修正する。 

＜各職員からの質問、指摘事項＞ 

・№1～4の作成課は、平成元年度だと環境政策課である。 

・№3の内容欄、ブリストルマイヤーズのズが抜けている。 

・№48の処理済年度に（〇年延長）を記載する、作成課は耕地課に修正する。 

・№50の整理番号の区切りを入れる。 

・№60の内容欄、地区がダブっているので削除する。 

・№79の内容欄、行動施行を共同施行に修正する。 

・№81の内容欄、改良時事業の時を削除する。 

・№90、91、95、102、104の選別基準が(2)アになっているが「顕著な行政効果」の具体的な判断基

準はあるのか。誰が見ても顕著な効果があったというほどのものでないなら(2)オの方が妥当だ

と思う。⇒(2)オに修正する。 

・№94の作成部局を環境農政部に修正する。 

・№105、106の作成部局を農政部に修正する。 

・№110と112は選別基準が(1)キで、111が(1)エの理由は？ 

⇒№110と112は国や自治体が、工事等のために、魚類の生体把握、環境調査等を目的として採捕

の許可申請をしているが、111は漁業者が養殖などを目的として漁具の敷設について許可申請

しているので区別している。 

・№112の整理番号の「,」を「、」に、対象文書の「平成20年度」を「平成21年度」に修正する。 

・№113の保存実績の平成元～7～10を修正する。 

 

３ 結果 

・指摘箇所を修正の上、担当者原案を資料課の選別案とする。 

 

４ 次回 

  未定（各担当者の選別終了次第） 

 

 

 



担当 髙﨑

廃棄数 備考

部 課
３０年

保存文書
１０年

保存文書
小計

３０年
保存文書

１０年
保存文書

小計

環境計画課 14 0 14 14 0 14 0

大気水質課 0 0 0 0 0 0 0

資源循環推進課 25 5 30 21 1 22 8

自然環境保全課 6 2 8 6 2 8 0

水源環境保全課 0 0 0 0 0 0 0

森林再生課 0 3 3 0 2 2 1

農政課 0 2 2 0 2 2 0

農業振興課 0 4 4 0 3 3 1

農地課 55 13 68 52 3 55 13

水産課 0 16 16 0 10 10 6

100 45 145 93 23 116 29

緑政部

農政部

合計

令和2年度　     環境農政局簿冊文書選別記録（案）

　室課別選別結果一覧表

組織名 引渡数 保存数

環境部



選別記録Ⅰ

No. 局 部 課
整理番

号
対象文書

冊
数

厚
さ

保存
期間

処理済年
度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 環境
農政
局

環境
部

環境計画
課

104～107 4　清川カント
リークラブ総合
開発事業その1
～4

4 31 30 平成元年度 神奈川県環境影響評価条例に基づ
く、清川カントリークラブ総合開発事
業に係る一連の書類。予測評価書、
周知計画書、公聴会、市町村長意
見、審査書、着手届、完了届等が綴
られている。

環境部 環境影
響審査
課

保存 自然環境の顕著な改変を
もたらすおそれのある施設
等の設置に関するもので
あることから保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭 和 60 ～ 63
年度

2 環境
農政
局

環境
部

環境計画
課

108～110 19　山梨東線新
設工事その1～
3

3 25 30 平成元年度 神奈川県環境影響評価条例に基づ
く、山梨東線新設工事に係る一連の
書類。予測評価書、周知計画書、公
聴会、市町村長意見、審査書、着手
届、完了届等が綴られている。

環境部 環境影
響審査
課

保存 自然環境の顕著な改変を
もたらすおそれのある施設
等の設置に関するもので
あることから保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭 和 60 ～ 63
年度

3 環境
農政
局

環境
部

環境計画
課

111,112 28　ブリストル・
マイヤーズ研究
所建設事業そ
の1～2

2 18 30 平成元年度 神奈川県環境影響評価条例に基づ
く、ブリストルマイヤー研究所建設事
業に係る一連の書類。予測評価書
案、周知計画書、公聴会、市町村長
意見、審査書、廃止届等が綴られて
いる。

環境部 環境影
響審査
課

保存 廃止された事業の文書で
あるが、地域住民からの意
見も多く寄せられ、当時の
県民の動きが反映された
文書であることから保存と
する。

(1)ウ 27 昭 和 60 ～ 63
年度

4 環境
農政
局

環境
部

環境計画
課

113～117 30　湘南国際村
計画基盤整備
事業その1～5

5 - 30 平成元年度 神奈川県環境影響評価条例に基づ
く、湘南国際村計画基盤整備事業に
係る一連の書類。意見書、再意見
書、見解書、再見解書が綴られてい
る。

環境部 環境影
響審査
課

保存 自然環境の顕著な改変を
もたらすおそれのある施設
等の設置に関するもので
あることから保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭 和 60 ～ 63
年度

5 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

35 産業廃棄物処
理業許可

1 11 30 昭和54年度
(10年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、調査書、進達、
許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度

6 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

38 産業廃棄物処
理業許可

1 6 30 昭和54年度
(10年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、調査書、進達、
許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度



選別記録Ⅰ

No. 局 部 課
整理番

号
対象文書

冊
数

厚
さ

保存
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処理済年
度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果
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選別
基準

細目
基準

保存実績

7 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

48 産業廃棄物処
理業許可(産業
廃棄物処理施
設設置届)

1 4 30 昭和54年度
(10年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理施設設
置届に係る書類。届出書、審査書、
進達、相当である旨の通知（案）など
が綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理施設の設
置に関する届であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和53、62
年度

8 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

101 産業廃棄物処
理業許可((株)
芳賀建設)

1 5 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、調査書、進達、
許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度

9 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

102 産業廃棄物処
理業許可((株)
セイワ)

1 2 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、調査書、進達、
許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度

10 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

103 産業廃棄物処
理業許可((株)ク
リエイト)

1 3 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、調査書、進達、
許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度

11 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

104 産業廃棄物処
理業許可(相信
産業(株))

1 2 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、進達、審査状
況、許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度

12 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

105 産業廃棄物処
理業許可((有)
蔦森商店)

1 1 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、進達、審査状
況、許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度



選別記録Ⅰ
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13 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

106 産業廃棄物処
理業変更許可
(首都環境整備
(株))

1 3 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、進達、審
査状況、許可（案）などが綴られてい
る。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、処理対象の拡大に伴
い処理施設を新設するも
のであり、県民生活に少な
からず影響を及ぼす可能
性のある施設の開設に係
るものであることから保存と
する。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度

14 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

107 産業廃棄物処
理業変更許可
(不二倉業(株))

1 2 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、調査書、
進達、審査状況、許可（案）などが綴
られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、処理施設の面積を拡
大するものであり、県民生
活に少なからず影響を及
ぼす可能性のある施設の
開設に係るものであること
から保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度

15 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

108 産業廃棄物処
理業変更許可
((有)泰成建工)

1 1 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、調査書、
進達、審査状況、許可（案）などが綴
られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、中間処理施設におい
て扱う産業廃棄物の種類
を拡大し、吊下げ式磁選
機を設置するものであり、
県民生活に少なからず影
響を及ぼす可能性のある
施設の開設に係るもので
あることから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度

16 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

109 産業廃棄物処
理業変更許可
(大森産業(有))

1 2 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、進達、審
査状況、許可（案）などが綴られてい
る。

環境部 環境整
備課

廃棄 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、収集運搬における扱う
産業廃棄物の種類を拡大
するものであり、処理施設
に係る部分の変更はない
ことから廃棄とする。

- - 昭和６２年度
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17 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

110 産業廃棄物処
理業変更許可
(宮台商工(株))

1 1 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、進達、審
査状況、許可（案）などが綴られてい
る。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、中間処理施設におけ
る扱う産業廃棄物の種類
を拡大するととに、近隣に
保管場所を確保するもの
であり、県民生活に少なか
らず影響を及ぼす可能性
のある施設の開設に係る
ものであることから保存と
する。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度

18 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

111 産業廃棄物処
理業変更許可
(相模開発(株))

1 1 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、進達、審
査状況、許可（案）などが綴られてい
る。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、中間処理施設におけ
る扱う産業廃棄物の種類
を拡大するものであり、県
民生活に少なからず影響
を及ぼす可能性のある施
設の開設に係るものである
ことから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度

19 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

112 産業廃棄物処
理業変更許可
((株)本間工務
店)

1 1 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、調査書、
進達、審査状況、許可（案）などが綴
られている。

環境部 環境整
備課

廃棄 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、収集運搬における扱う
産業廃棄物の種類を拡大
するものであり、処理施設
に係る部分の変更はない
ことから廃棄とする。

- - 昭和６２年度

20 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

113 産業廃棄物処
理業変更許可
((株)三凌商事)

1 3 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、調査書、
進達、審査状況、許可（案）などが綴
られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、保管場所、中間処理
施設を新たに設置するも
のであり、県民生活に少な
からず影響を及ぼす可能
性のある施設の開設に係
るものであることから保存と
する。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度



選別記録Ⅰ

No. 局 部 課
整理番
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対象文書
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数

厚
さ
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選別
基準

細目
基準

保存実績

21 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

114 産業廃棄物処
理業変更許可
((株)田中工務
店)

1 4 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、調査書、
進達、審査状況、許可（案）などが綴
られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、中間処理施設を新た
に設置するものであり、県
民生活に少なからず影響
を及ぼす可能性のある施
設の開設に係るものである
ことから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度

22 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

194 処理業許可 1 6 30 昭和59年度
(5年延長)

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、調査書、進達、
許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度

23 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

210 産業廃棄物処
理業許可(田所
産業)

1 3 30 平成元年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、進達、受理通
知、申請事項変更届、施設完成届、
許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和49、50、
53～57、平
成3、10年度



選別記録Ⅰ

No. 局 部 課
整理番

号
対象文書

冊
数

厚
さ

保存
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処理済年
度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
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選別
基準

細目
基準

保存実績

24 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

213 産業廃棄物処
理業変更許可
(田所産業)

1 1 30 平成元年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、進達、許
可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

廃棄 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、収集運搬における扱う
産業廃棄物の種類を拡大
するものであり、処理施設
に係る部分の変更はない
ことから廃棄とする。

- - 昭和６２年度

25 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

214 産業廃棄物処
理業変更届(旭
商会)

1 1 30 平成元年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
届に係る書類。届出書、進達などが
綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
に係る届であるが、道路側
溝汚泥等の前処理プラン
トを新たに設置するもので
あり、県民生活に少なから
ず影響を及ぼす可能性の
ある施設の開設に係るも
のであることから保存とす
る。

(1)カ 13(4) 昭和60、６２
年度

26 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

215 産業廃棄物処
理業廃止届(協
進興業)

1 1 30 平成元年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
廃止届に係る書類。届出書、進達な
どが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 事業者の倒産に伴う産業
廃棄物処理業廃止に係る
届であるが、廃止に伴う処
分場の処理、維持管理等
の経過が記載されており、
県民生活における安全、
衛生に関する公文書であ
ることから保存とする。

(1)エ 13(4) 昭和56、60、
63、平成元、
６年度



選別記録Ⅰ
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整理番

号
対象文書
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厚
さ
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部局

作成
組織
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選別
基準

細目
基準

保存実績

27 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

285 産廃処理業許
可申請書(織戸
組)

1 6 30 平成元年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業許可
に係る書類。申請書、進達、審査書、
試運転結果報告書、許可（案）などが
綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の許可
に関する書類であり、県民
生活に少なからず影響を
及ぼす可能性のある施設
の開設に係るものであるこ
とから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度

28 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

286 産廃処理業切
換許可(平成元
年度)

1 8 30 平成元年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律、更新制度実施要項及び切換事
務取扱要領に基づく、産業廃棄物処
理業切換許可に係る書類。申請書、
進達、許可（案）などが綴られている。

環境部 環境整
備課

廃棄 処理施設、保管施設を持
つ事業者の許可である
が、制度の変更に伴う切
換許可であり、施設の開
設に係るものでないので
廃棄とする。

- - なし

29 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

342 産廃処理業変
更許可(元年度)

1 14 30 平成元年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づく、産業廃棄物処理業変更
許可に係る書類。申請書、進達、受
理書、竣工検査報告書、許可（案）な
どが綴られている。

環境部 環境整
備課

保存 産業廃棄物処理業の変更
許可に関する書類である
が、中間処理施設を新た
に設置するものなどであ
り、県民生活に少なからず
影響を及ぼす可能性のあ
る施設の開設に係るもの
であることから保存とする。

(1)カ 13(4) 昭和６２年度

30 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

- 捜査照会 2 15 10 平成21年度 警察からの廃棄物の処理及び清掃
に関する法律に規定する産業廃棄
物または一般廃棄物に該当するか及
びその種類、産業廃棄物処分業の
許可を受けた者であるかについての
照会に対する回答の綴り。

環境農
政部

廃棄物
対策課

廃棄 産業廃棄物または一般廃
棄物に該当するか、産業
廃棄物処分業の許可を受
けた者であるかの照会で
あり、軽易なものと判断し
廃棄とする。

- - 昭和53、60
～平成2、4、
５、７～９年度



選別記録Ⅰ
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保存実績

31 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

293 環境整備・美化
運動推進功労
者表彰

1 9 10 平成21年度 神奈川県美化運動功労者表彰及び
神奈川県環境整備功労者表彰の選
考会議に係る書類の綴り。次第、審
査表、推薦書、功績調書、履歴書な
どが添付されている。

環境農
政部

廃棄物
対策課

保存 美化運動の推進及び廃棄
物の処理などに多大な貢
献があった者に対する知
事表彰であることから保存
とする。

(1)ウ 16(3) 昭和54、55、
58～62、平
成15～17、
19～21年度

32 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

294 捜査照会(平成
21年4月から10
月)

1 10 10 平成21年度 警察からの廃棄物の処理及び清掃
に関する法律に規定する産業廃棄
物または一般廃棄物に該当するか及
びその種類、産業廃棄物処分業の
許可を受けた者であるかについての
照会に対する回答の綴り。

環境農
政部

廃棄物
対策課

廃棄 産業廃棄物または一般廃
棄物に該当するか、産業
廃棄物処分業の許可を受
けた者であるかの照会で
あり、軽易なものと判断し
廃棄とする。

- - 昭和53、60
～平成2、4、
５、７～９年度

33 環境
農政
局

環境
部

資源循環
推進課

295 捜査照会(平成
21年11月から平
成22年3月)

1 9 10 平成21年度 警察からの廃棄物の処理及び清掃
に関する法律に規定する産業廃棄
物または一般廃棄物に該当するか及
びその種類、産業廃棄物処分業の
許可を受けた者であるかについての
照会に対する回答の綴り。

環境農
政部

廃棄物
対策課

廃棄 産業廃棄物または一般廃
棄物に該当するか、産業
廃棄物処分業の許可を受
けた者であるかの照会で
あり、軽易なものと判断し
廃棄とする。

- - 昭和53、60
～平成2、4、
５、７～９年度

34 環境
農政
局

緑政
部

自然環境
保全課

215～220 国立公園事業
認可

6 38 30 平成元年度 自然公園法施行令に基づく、富士箱
根伊豆国立公園事業執行認可申請
の環境庁への進達の綴り。園路の設
置、建物などの新設、建て替え、道
路事業などが主な内容である。事業
計画図、写真、工事設計書等が添付
されている。

環境部 自然保
護課

保存 富士箱根伊豆国立公園地
域は、本県と静岡県、山梨
県にまたがる自然保護地
域であり、自然環境の顕
著な改変をもたらすおそ
れのある土地の形状の変
更に係る許可に該当する
ため保存とする。

(1)カ 13(2)ク 昭和36～63
年度
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35 環境
農政
局

緑政
部

自然環境
保全課

749,750 平成21年度国
定公園 協議・許
可申請(1)～(2)

2 20 10 平成21年度 丹沢大山国定公園内における自然
公園法に基づく許可申請書の綴り。
工作物の新築、土石採取などが主な
ものである。工事位置図、設計図、現
況図、構造図等が添付されている。

環境農
政部

緑政課 保存 丹沢大山国定公園地域
は、本県の環境保全に
とって重要な地域であり、
自然環境の顕著な改変を
もたらすおそれのある土地
の形状の変更に係る許可
に該当するため保存とす
る。

(1)カ 13(2)ク 平成5、7～
20年度

36 環境
農政
局

緑政
部

森林再生
課

- 林地開発許可
変更申請書
（225-2-2　上
H21）

1 1 10 平成21年度 森林法に基づく林地開発行為（発生
土処分場）変更申請に関する綴りで
ある。図面や用地利用計画書等が添
付されている。

環境農
政部

森林課 保存 本県にとって貴重な林地
における環境保護行政の
実状を伝える重要な資料
であるため保存とする。

(1)カ 13(2)ク 昭和52～平
成14、17、
18、20年度

37 環境
農政
局

緑政
部

森林再生
課

- 林地開発行為
完了届（225-2-
3　足上H21）

1 1 10 平成21年度 森林法に基づく林地開発行為（発生
土処分場）完了届に関する綴りであ
る。図面や写真等が添付されてい
る。

環境農
政部

森林課 保存 本県にとって貴重な林地
における環境保護行政の
実状を伝える重要な資料
であるため保存とする。

(1)カ 13(2)ク 昭和52～平
成14、17、
18、20年度

38 環境
農政
局

緑政
部

森林再生
課

3614 林業改善資金
貸付事業実施
完了報告

1 3 10 平成21年度 林業改善貸付金事業の貸付決定に
係る書類及び、事業者が決定通りの
機器類などを購入しているかどうかを
県職員が確認した完了検査報告書。
事業者から提出された完了報告書や
納品書、検査時の写真類などが綴ら
れている。

環境農
政部

森林課 廃棄 人員輸送用車両及び製品
等運搬用フォークリフトの
購入に係る資金の貸付け
であり、顕著な効果、話題
性に富むとまでは言えな
い案件であるので廃棄と
する。

- - 昭和62～平
成5、8、11、
15、20年度
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39 環境
農政
局

農政
部

農業振興
課

2808 農業振興資金
等利子補給承
認

1 4 10 平成元年度
(20年延長)

農業振興資金を融資する横浜南農
業協同組合等に対する、利子補給承
認に関する書類の綴り。利子補給承
認申請状況一覧及び承認書（案）が
添付されている。

農政部 農業経
済課

保存 貯蔵庫新設、ハウス新設
などの比較的大型の事業
もあり、県の農業行政の歴
史的推移が跡づけられ、
県の農業者の動きを反映
する貴重な資料である。

(1)ウ 11（3） 平成元、2、
4、6、8～10
年度

40 環境
農政
局

農政
部

農業振興
課

3035 農業振興資金
等利子補給承
認申請書2月分

1 8 10 平成5年度
(16年延長)

県内農業協同組合が農業者に農業
振興資金を融資するに当たっての県
への利子補給申請書の綴り。借入申
請書及び借入対象品の見積書、申
請者の経営状況を表す書類などが
添付されている。

農政部 農業経
済課

保存 ガラス温室の新築等、比
較的大型の事業が多く、
県の農業行政の歴史的推
移が跡づけられ、県の農
業者の動きを反映する貴
重な資料である。

(1)ウ 11（3） 平成元～6、
8年度

41 環境
農政
局

農政
部

農業振興
課

3037 農業振興資金
等利子補給承
認

1 5 10 平成5年度
(16年延長)

農業振興資金を融資する横浜南農
業協同組合等に対する、利子補給承
認に関する書類の綴り。利子補給承
認申請状況一覧、意見書、承認書
（案）などが添付されている。

農政部 農業経
済課

保存 畜舎の排水処理施設、農
業用ハウスなど比較的大
型の事業があり、県の農業
行政の歴史的推移が跡づ
けられ、県の農業者の動き
を反映する貴重な資料で
ある。

(1)ウ 11（3） 平成元、2、
4、6、8～10
年度

42 環境
農政
局

農政
部

農業振興
課

26 農業改良資金
貸付申請書

1 6 10 平成11年度
(10年延長)

農業改良資金助成法、神奈川県農
業改良資金貸付規則等に基づく貸
付申請に係る貸付決定・交付等関係
文書綴り

環境農
政部

農業振
興課

廃棄 設備面から見た具体的な
神奈川県の農業の実態の
一端があらわれており、補
助金が農業経営にどのよ
うに使用されているかが明
らかになる資料であること
から保存とする。

(1)ウ 27 昭和30、36、
38、39、43、
44、50、55、
61、平成4～
7、10、14、16
年度
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43 環境
農政
局

農政
部

農政課 79 農業共済単位
当たり収穫量等

1 5 10 平成21年度 農作物共済引受要綱に基づき、麦、
水稲、陸稲、うんしゅうみかん等の組
合別単位当たりの収穫量を、国が通
知した県の単位当たり収穫量に基づ
き、組合ごとに収穫量を県知事が指
示する通知等。

環境農
政部

農業振
興課

保存 「農業共済単位当たり収穫
量」については、生産調整
という日本農業政策の具
体的手法の一端を示す基
本的な資料で重要である
ことから保存とする。

(1)エ 13(5) 昭和63～平
成5、7～20
年度

44 環境
農政
局

農政
部

農政課 80 農業共済常例
検査

1 6 10 平成21年度 農業災害補償法第142条の3に基づ
く農業共済組合の常例検査に係る実
施方針・結果、各農業共済組合の検
査調書等関係文書の綴り。

環境農
政部

農業振
興課

保存 法に基づく組合の検査に
関する文書であることから
保存とする。

(1)キ 14(2) 昭和62～平
成8、11、14、
17、20年度

45 環境
農政
局

農政
部

農地課 616 認証（南足柄
市）

1 5 30 平成元年度 国土調査法の規定により南足柄市が
実施し、国土庁長官の認証を受けた
地籍調査に係る申請書等の綴り。
（塚原、生駒、岩原、三竹、沼田）

農政部 農地計
画課

保存 土地利用に関する許認可
に準ずる文書として保存
する。

(1)キ 13(5) 昭和42、46、
51、53～59、
63年度

46 環境
農政
局

農政
部

農地課 621 認証（相模湖
町）

1 5 30 平成元年度 国土調査法の規定により相模湖町が
実施し、国土庁長官の認証を受けた
地籍調査に係る申請書等の綴り。
（千木良の一部）

農政部 農地計
画課

保存 土地利用に関する許認可
に準ずる文書として保存
する。

(1)キ 13(5) 昭和42、46、
51、53～59、
63年度

47 環境
農政
局

農政
部

農地課 622 認証（城山町） 1 4 30 平成元年度 国土調査法の規定により城山町が実
施し、国土庁長官の認証を受けた地
籍調査に係る申請書等の綴り。（川
尻の一部）

農政部 農地計
画課

保存 土地利用に関する許認可
に準ずる文書として保存
する。

(1)キ 13(5) 昭和42、46、
51、53～59、
63年度
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48 環境
農政
局

農政
部

農地課 3190 土地改良区設
立認可(横浜市
港北区恩田川、
小田原市石橋)

1 15 30 昭和43年度 横浜市港北区恩田川土地改良区、
小田原市石橋土地改良区設立認可
申請に関する綴り。事業計画書、認
可通知書、県の審査報告書、図面な
どが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする団体設立の認可
に該当するため保存とす
る。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～
61、63年度

49 環境
農政
局

農政
部

農地課 220 県有土地改良
財産許可鴨宮
支線水路敷地
の一部使用及
び自費変更に
ついて

1 3 30 昭和54年度
(10年延長)

小田原厚木道路の建設に伴う、県有
土地改良財産の使用許可及び自費
変更にかかる許可に関する書類の綴
り。申請書、図面、進達、調査意見
書、許可書などが添付されている。

農政部 農地計
画課

保存 県有土地改良財産の一部
使用、自費変更に関する
文書であり、財産の管理に
関する公文書であることか
ら保存とする。

(2)オ 12(2) 昭和４３、50、
52、53、55年
度

50 環境
農政
局

農政
部

農地課 222223 国有土地改良
財産代行開墾
建設事業西幹
線用水路一部
使用許可自費
変更

2 7 30 昭和54年度
(10年延長)

国有土地改良財産代行開墾事業西
幹線用水路の一部を道路等として一
部使用、自費変更するための許可の
綴り。申請書、図面、副申、調査意見
書、許可書などが添付されている。

農政部 農地計
画課

保存 国有土地改良財産代行開
墾事業として管理する財
産の一部使用、自費変更
に関する文書であり、財産
の管理に関する公文書で
あることから保存とする。

(2)オ 12(2) 昭和４３、50、
52、53、55年
度

51 環境
農政
局

農政
部

農地課 225 県有土地改良
財産笠張川排
水路の一部使
用承認及び自
費変更許可に
ついて

1 3 30 昭和54年度
(10年延長)

樋管設置に伴う、県有土地改良財産
の使用許可及び自費変更にかかる
許可に関する書類の綴り。申請書、
図面、調査意見書、許可書などが添
付されている。

農政部 農地計
画課

保存 県有土地改良財産の一部
使用、自費変更に関する
文書であり、財産の管理に
関する公文書であることか
ら保存とする。

(2)オ 12(2) 昭和４３、50、
52、53、55年
度

52 環境
農政
局

農政
部

農地課 226 県有土地改良
財産昭和用水
路敷地の一部
使用及び自費
変更について

1 3 30 昭和54年度
(10年延長)

厚木市の道路事業施工に伴う、県有
土地改良財産の使用許可及び自費
変更にかかる許可に関する書類の綴
り。申請書、図面、副申、調査意見
書、許可書などが添付されている。

農政部 農地計
画課

保存 県有土地改良財産の一部
使用、自費変更に関する
文書であり、財産の管理に
関する公文書であることか
ら保存とする。

(2)オ 12(2) 昭和４３、50、
52、53、55年
度
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53 環境
農政
局

農政
部

農地課 230 県有土地改良
財産酒匂堰の
一部自費変更
にかかる工期の
延長

1 2 30 昭和54年度
(10年延長)

宅地造成等に伴う、県有土地改良財
産の使用許可、自費変更にかかる許
可及び工期の延長に関する書類の
綴り。申請書、図面、進達、調査意見
書、許可書などが添付されている。

農政部 農地計
画課

保存 県有土地改良財産の一部
使用、自費変更に関する
文書であり、財産の管理に
関する公文書であることか
ら保存とする。

(2)オ 12(2) 昭和４３、50、
52、53、55年
度

54 環境
農政
局

農政
部

農地課 231 県有土地改良
財産相模原畑
地かんがい麻溝
支線用水路（自
費変更、付替、
土地交換）企業
団

1 5 30 昭和54年度
(10年延長)

県内広域水道企業団の相模原浄水
場建設に伴う、県有土地改良財産の
使用許可及び自費変更にかかる許
可、土地交換に関する書類の綴り。
申請書、図面、副申、調査意見書、
契約書、許可書などが添付されてい
る。

農政部 農地計
画課

保存 県有土地改良財産の一部
使用、自費変更及び土地
交換に関する文書であり、
財産の取得、管理に関す
る公文書であることから保
存とする。

(2)オ 12(1)、
(2)

昭和４３、50、
52、53、55年
度

55 環境
農政
局

農政
部

農地課 232 相模川左岸幹
線用水路小田
急線海老名駅
前開発(自費変
更・編入同意)

1 7 30 昭和54年度
(10年延長)

海老名駅前開発に伴う、県有土地改
良財産の使用許可及び自費変更に
かかる許可に関する書類の綴り。申
請書、図面、副申、調査意見書、許
可書などが添付されている。

農政部 農地計
画課

保存 県有土地改良財産の一部
使用、自費変更に関する
文書であり、財産の管理に
関する公文書であることか
ら保存とする。

(2)オ 12(2) 昭和４３、50、
52、53、55年
度

56 環境
農政
局

農政
部

農地課 233 県有土地改良
財産昭和用水
路敷地の一部
自費変更及び
使用許可

1 3 30 昭和54年度
(10年延長)

小田原厚木道路の建設に伴う、県有
土地改良財産の使用許可及び自費
変更にかかる許可に関する書類の綴
り。申請書、図面、副申、調査意見
書、許可書などが添付されている。

農政部 農地計
画課

保存 県有土地改良財産の一部
使用、自費変更に関する
文書であり、財産の管理に
関する公文書であることか
ら保存とする。

(2)オ 12(2) 昭和４３、50、
52、53、55年
度

57 環境
農政
局

農政
部

農地課 547 土地改良財産
管理委託協定

1 6 30 平成元年度 水路、堰等、農道、土地などの県有
土地改良財産の管理を土地改良区・
市町村に委託する協定・変更協定締
結に関する文書。

農政部 農地計
画課

保存 農業経営基盤を整備する
土地改良事業の管理委託
関係の文書であるととも
に、県有財産の管理の文
書であり重要である。

(2)オ 12(2) 昭和29～
31、35、36、
39～48、56、
57、63、平成
3～8年度

58 環境
農政
局

農政
部

農地課 548 県営施行土地
改良事業

1 14 30 平成元年度 県営土地改良事業（一般農道整備
（畑地帯）（上瀬谷地区））施行申請に
関する文書の綴り。施行申請書、土
地改良事業計画書、図面などが綴ら
れている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度
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59 環境
農政
局

農政
部

農地課 549 土地改良事業
　県営施行

1 13 30 平成元年度 北西秦野地区の県営土地改良事業
（農免農道整備）施行申請に対する
適否決定の文書の綴り。施行申請
書、土地改良事業計画書、図面など
が綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

60 環境
農政
局

農政
部

農地課 550 土地改良事業
　県営施行

1 7 30 平成元年度 上青根地区地区の県営土地改良事
業（ため池等整備事業）及び成田地
区の県営土地改良事業（湛水防除事
業）施行申請に対する適否決定の文
書の綴り。施行申請書、土地改良事
業計画書、図面などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

61 環境
農政
局

農政
部

農地課 551 土地改良事業
　県営施行

1 9 30 平成元年度 川音川地区の県営土地改良事業（た
め池等整備事業）施行申請に対する
適否決定の文書の綴り。施行申請
書、土地改良事業計画書、図面など
が綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

62 環境
農政
局

農政
部

農地課 552 換地計画認可1 1 3 30 平成元年度 三浦市初声町上ノ原土地改良事業
共同施行の換地計画認可に関する
綴り。換地計画書、県の審査表、現
形図及び換地図などが綴られてい
る。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

63 環境
農政
局

農政
部

農地課 553 換地計画認可2 1 4 30 平成元年度 開成町（上島・岡野地区）の換地計画
認可に関する綴り。換地計画書、県
の審査表、現形図及び換地図などが
綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度
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64 環境
農政
局

農政
部

農地課 554 換地計画認可3 1 3 30 平成元年度 秦野市東田原土地改良区の換地計
画認可に関する綴り。換地計画書、
県の審査表、現形図及び換地図など
が綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

65 環境
農政
局

農政
部

農地課 555 換地計画認可4 1 2 30 平成元年度 平塚市下吉沢境田土地改良区の換
地計画認可に関する綴り。換地計画
書、県の審査表、現形図及び換地図
などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

66 環境
農政
局

農政
部

農地課 556 換地計画認可5 1 3 30 平成元年度 中郡伊勢原町平間土地改良事業共
同施行の換地計画認可に関する綴
り。換地計画書、県の審査表、現形
図及び換地図などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

67 環境
農政
局

農政
部

農地課 557 換地計画認可6 1 2 30 平成元年度 平塚市王御住土地改良事業共同施
行の換地計画認可に関する綴り。換
地計画書、県の審査表、現形図及び
換地図などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

68 環境
農政
局

農政
部

農地課 558 換地計画認可7 1 3 30 平成元年度 三浦市南下浦町菊名田保谷戸土地
改良区の換地計画認可に関する綴
り。換地計画書、県の審査表、現形
図及び換地図などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度
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69 環境
農政
局

農政
部

農地課 559 換地計画認可8 1 3 30 平成元年度 足柄上郡大井町上大井土地改良事
業共同施行の換地計画認可に関す
る綴り。換地計画書、県の審査表、現
形図及び換地図などが綴られてい
る。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

70 環境
農政
局

農政
部

農地課 560 換地計画認可9 1 3 30 平成元年度 寒川町小動土地改良区の換地計画
認可に関する綴り。換地計画書、県
の審査表、現形図及び換地図などが
綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

71 環境
農政
局

農政
部

農地課 561 土地改良事業
計画変更認可1

4 39 30 平成元年度 座間市新田宿土地改良区の土地改
良事業（区画整理）変更認可申請に
関する綴り。土地改良事業変更計画
書、各種図面などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

72 環境
農政
局

農政
部

農地課 562 土地改良事業
計画変更認可2

2 19 30 平成元年度 川崎市麻生区黒川土地改良区の土
地改良事業（区画整理）変更認可申
請に関する綴り。土地改良事業変更
計画書、各種図面などが綴られてい
る。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

73 環境
農政
局

農政
部

農地課 563 土地改良事業
計画変更認可3

1 30 平成元年度 ＊＊＊＊＊＊土地改良区の土地改
良事業（＊＊＊＊＊＊事業）変更認
可申請に関する綴り。土地改良事業
変更計画書、各種図面などが綴られ
ている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度
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74 環境
農政
局

農政
部

農地課 564 土地改良事業
計画変更認可4

1 6 30 平成元年度 相模原市大沢南部土地改良区の土
地改良事業（団体営土地改良総合
整備事業）変更認可申請に関する綴
り。土地改良事業変更計画書、各種
図面などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

75 環境
農政
局

農政
部

農地課 565 土地改良事業
計画変更認可5

1 10 30 平成元年度 横須賀市林土地改良区の土地改良
事業（水田転換対策事業）変更認可
申請に関する綴り。土地改良事業変
更計画書、各種図面などが綴られて
いる。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

76 環境
農政
局

農政
部

農地課 566 土地改良事業
計画変更認可6

1 9 30 平成元年度 横須賀市津久井土地改良区の土地
改良事業（区画整理）変更認可申請
に関する綴り。土地改良事業変更計
画書、各種図面などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

77 環境
農政
局

農政
部

農地課 567 土地改良事業
計画変更認可7

1 9 30 平成元年度 金目川沿岸土地改良区（金旭地区）
の土地改良事業（施設更新）変更認
可申請に関する綴り。土地改良事業
変更計画書、各種図面などが綴られ
ている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

78 環境
農政
局

農政
部

農地課 568 土地改良事業
計画変更認可8

2 20 30 平成元年度 南足柄市（竹松地区）の土地改良事
業（ほ場整備）変更認可申請に関す
る綴り。土地改良事業変更計画書、
各種図面などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度
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79 環境
農政
局

農政
部

農地課 569 土地改良事業
計画変更認可9

1 8 30 平成元年度 横浜市港南区野庭土地改良事業行
動施行の土地改良事業（農業構造改
善事業、土地基盤、区画整理）変更
認可申請に関する綴り。土地改良事
業変更計画書、各種図面などが綴ら
れている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

80 環境
農政
局

農政
部

農地課 571 土地改良事業
施行認可2

1 23 30 平成元年度 藤沢市遠藤西ノ谷土地改良区設立
認可申請に関する綴り。事業計画
書、認可指令、県の調査報告書、図
面などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする団体設立の認可
に該当するため保存とす
る。

(1)カ 13(2)コ 昭 和 39 ～
61、63年度

81 環境
農政
局

農政
部

農地課 572 土地改良事業
施行認可3

1 7 30 平成元年度 三浦市三戸谷ノ前土地改良時事業
共同施行の土地改良事業（区画整
理）認可申請に関する綴り。土地改
良事業計画書、認可指令、県の調査
報告書、図面などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

82 環境
農政
局

農政
部

農地課 573 土地改良事業
施行認可4

1 9 30 平成元年度 秦野市東田原大口土地改良事業共
同施行の土地改良事業（区画整理）
認可申請に関する綴り。土地改良事
業計画書、認可指令、県の調査報告
書、図面などが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

83 環境
農政
局

農政
部

農地課 574 土地改良事業
施行認可5

1 9 30 平成元年度 小田原市星山地区の土地改良事業
（団体営農道整備）認可申請に関す
る綴り。土地改良事業計画書、認可
指令、県の調査報告書、図面などが
綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度
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84 環境
農政
局

農政
部

農地課 575 土地改良事業
施行認可6

1 4 30 平成元年度 大磯町国府本郷地区の土地改良事
業（団体営農道整備）認可申請に関
する綴り。土地改良事業計画書、認
可指令、県の調査報告書、図面など
が綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

85 環境
農政
局

農政
部

農地課 576 土地改良区定
款変更認可

1 13 30 平成元年度 座間市新田宿土地改良区他9箇所の
土地改良区の定款変更に係る申請
書等の綴り。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更を目的
とする団体の定款変更に
関する文書に該当するた
め保存する。

(1)カ 13(2)コ 昭和42～
53、56～60、
63年度

86 環境
農政
局

農政
部

農地課 600 土地改良事業
県営施行

1 9 30 平成元年度 曽我田島地区の県営土地改良事業
（一般農道整備事業）施行申請に対
する適否決定の文書の綴り。施行申
請書、土地改良事業計画書、図面な
どが綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

87 環境
農政
局

農政
部

農地課 601 土地改良事業
県営施行

1 9 30 平成元年度 上記曽我田島地区県営土地改良事
業（ため池等整備事業）の公告縦覧
文書の綴り。県の調査報告書土地改
良事業計画書、図面などが綴られて
いる。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度

88 環境
農政
局

農政
部

農地課 602 土地改良事業
県営施行

1 4 30 平成元年度 上当麻地区の県営土地改良事業（た
め池等整備事業）施行申請に対する
適否決定の文書の綴り。施行申請
書、土地改良事業計画書、図面など
が綴られている。

農政部 農地計
画課

保存 土地の形状の変更や建築
物等の設置等を直接の目
的とする計画の認可に該
当するため保存とする。

(1)カ 13(2)コ 昭和39～63
年度
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89 環境
農政
局

農政
部

農地課 931 災害復旧事業
国庫補助金成
績書及び補助
金額の確定

1 1 30 平成元年度 三浦市江名ほか２地区の農地及び
農業用施設に係る団体営災害復旧
事業の成績書及び実績報告書等の
綴り

農政部 農地計
画課

廃棄 国庫補助を受けた災害復
旧事業の精算に係る文書
であり、工種、事業量、工
事費が記載されているが、
市町村等が実施した事業
であるので廃棄とする。

- - 昭和45、51、
52年度

90 環境
農政
局

農政
部

農地課 932 農地防災事業
国庫補助金実
績報告書及び
補助金額の確
定

1 4 30 平成元年度 県営農地保全整備事業（山北山地
区）や団体営農地防災事業（上吉沢
地区）などの国への実績報告書、及
び県単事業の執行計画書などが綴ら
れている。

農政部 農地計
画課

保存 国庫補助を受けた農地保
全事業の精算に係る文書
であり、県施工の地区が含
まれていることから保存と
する。

(2)ア 11(2)ア 昭和41、42、
44、52～54
年度

91 環境
農政
局

農政
部

農地課 926 土地改良事業
計画樹立調査
貫抜地区計画
調査委託業務

1 3 30 平成元年度 農業用排水路である貫抜川の改修
計画策定に係る委託事業の成果品。

農政部 農地計
画課

保存 公共事業の実施計画に相
当する文書として保存す
る。

(2)ア 21(3) 昭和27、35、
57年度

92 環境
農政
局

農政
部

農地課 927 県営防衛施設
周辺整備事業
堀谷戸川防災
工事（その2）精
算設計書

1 5 30 平成元年度 県営防衛施設周辺整備事業堀谷戸
川防災工事の精算設計書及び図面
の綴り。

農政部 農地整
備課

廃棄 水路工事の設計書類であ
るが、金額も少額であるの
で、軽易なものとして廃棄
する。

- - 昭和33～
38、63、平成
2年度

93 環境
農政
局

農政
部

農地課 928 県営防衛施設
周辺整備事業
比留川防災工
事精算設計書

1 5 30 平成元年度 県営防衛施設周辺整備事業比留川
防災工事の精算設計書及び図面の
綴り。

農政部 農地整
備課

廃棄 水路工事の設計書類であ
るが、金額も少額であるの
で、軽易なものとして廃棄
する。

- - 昭和33～
38、63、平成
2年度
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94 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金交付関
係書類(中山間
地域等直接支
払制度)

1 2 10 平成12年度
(9年延長)

中山間地域等直接支払交付金等の
割当内示、交付申請、交付決定、実
績報告、額の確定など一連の書類が
綴られている。

環境農
政局

農地課 廃棄 国庫補助を受けた耕作放
棄地の増加等により、多面
的機能の低下が懸念され
ている中山間地域におい
て担い手育成等による農
業生産の維持を通じで多
面的機能の確保を図るた
めの市町村が実施する事
業に対する助成であるが、
具体的な事業内容がわか
る資料がないため廃棄と
する。

- - なし

95 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金交付関
係書類(中山間
地域等直接支
払制度)

1 3 10 平成15年度
(6年延長)

中山間地域等直接支払事業の評価
について国に報告するため行った本
県における評価について、評価方針
の決定、事業実施市町村への説明
会、評価の決定など一連の書類が綴
られている。

環境農
政部

農地課 保存 事業実施効果について事
後に検討評価したもので
あることから保存とする。

(2)ア 22(6) なし

96 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金(農地売
買等事業)

1 1 10 平成15年度
(6年延長)

農地保有合理化事業等を実施する
(社)神奈川県農業公社の運営費（人
件費、事務所借上経費）に対する補
助金の執行書類。

環境農
政部

農地課 廃棄 県単補助金であるが、経
理書類が主であり、事業
内容の分かる資料がない
ため廃棄する。

- - なし

97 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金(農地売
買等事業)

1 1 10 平成16年度
(5年延長)

農地保有合理化事業等を実施する
(社)神奈川県農業公社の運営費（人
件費、事務所借上経費）に対する補
助金の執行書類。

環境農
政部

農地課 廃棄 県単補助金であるが、経
理書類が主であり、事業
内容の分かる資料がない
ため廃棄する。

- - なし
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98 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金(農地売
買等事業)

2 4 10 平成17年度
(4年延長)

農地保有合理化事業等を実施する
(社)神奈川県農業公社の運営費（人
件費、事務所借上経費）に対する補
助金の執行書類、及び農地保有合
理化対策費補助金の国からの割当
内示、交付申請、交付決定、実績報
告、額の確定通知及び、本県の国庫
補助金収入調定に関する書類の綴
り。

環境農
政部

農地課 廃棄 県単補助金及び国庫補助
事業に係る書類の綴りで
あるが、経理書類が主で
あり、事業内容の分かる資
料がないため廃棄する。

- - なし

99 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金(農地売
買等事業)

1 2 10 平成18年度
(3年延長)

農地保有合理化事業等を実施する
(社)神奈川県農業公社の運営費（人
件費、事務所借上経費）に対する補
助金の執行書類の綴り。

環境農
政部

農地課 廃棄 県単補助金係る書類の綴
りであるが、経理書類が主
であり、事業内容の分かる
資料がないため廃棄す
る。

- - なし

100 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金交付関
係書類(中山間
地域等直接支
払制度)

1 9 10 平成19年度
(2年延長)

中山間地域等直接支払（第2期対
策）の中間年評価について国に報告
するため行った本県における評価に
ついての書類が綴られている。

環境農
政部

農地課 廃棄 事業実施効果についての
検討評価だが、中間年の
評価であるので廃棄とす
る。

- - なし

101 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金(農地売
買等事業)

2 3 10 平成19年度
(2年延長)

農地保有合理化事業等を実施する
(社)神奈川県農業公社の運営費（人
件費、事務所借上経費）に対する補
助金の執行書類、及び農地保有合
理化対策費補助金の国からの割当
内示、交付申請、交付決定、実績報
告、額の確定通知及び、本県の国庫
補助金収入調定に関する書類の綴
り。

環境農
政部

農地課 廃棄 県単補助金及び国庫補助
事業に係る書類の綴りで
あるが、経理書類が主で
あり、事業内容の分かる資
料がないため廃棄する。

- - なし

102 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金(里山支
援モデル事業)

1 2 10 平成20年度
(1年延長)

市町村が実施する里地里山地域活
動支援事業に対する県単独補助金
の各地域県政総合センターへの割
当通知、各センターからの交付決定
の報告、実績の報告などの綴り。

環境農
政部

農地課 保存 県単独の補助事業である
が、里地里山の保全という
話題性に富んだ事業であ
ることから保存とする。

(2)ア 11(3) なし



選別記録Ⅰ

No. 局 部 課
整理番

号
対象文書

冊
数

厚
さ

保存
期間

処理済年
度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

103 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金(農地売
買等事業)

1 6 10 平成20年度
(1年延長)

農地保有合理化事業等を実施する
(社)神奈川県農業公社の運営費（人
件費、事務所借上経費）に対する補
助金の執行書類、及び農地保有合
理化対策費補助金の国からの割当
内示、交付申請、交付決定、実績報
告、額の確定通知及び、本県の国庫
補助金収入調定に関する書類の綴
り。

環境農
政部

農地課 廃棄 県単補助金及び国庫補助
事業に係る書類の綴りで
あるが、経理書類が主で
あり、事業内容の分かる資
料がないため廃棄する。

- - なし

104 環境
農政
局

農政
部

農地課 箱No.５ 補助金交付関
係書類(中山間
地域等直接支
払制度)

1 5 10 平成21年度 中山間地域等直接支払(第2期対策)
の評価について国に報告するため
行った本県における評価について、
事業実施市町村への依頼、評価の
決定など一連の書類が綴られてい
る。

環境農
政部

農地課 保存 事業実施効果について事
後に検討評価したもので
あることから保存とする。

(2)ア 22(6) なし

105 環境
農政
局

農政
部

水産課 2145 栽培漁業事業
化総合推進事
業

1 2 10 平成10年度
(11年延長)

神奈川県栽培漁業協会に補助して
行った「まだい資源増大促進事業」の
補助に係る文書

環境農
政部

水産課 廃棄 補助申請、補助金積算書
類など補助金の執行書類
及び国への報告文書の綴
りであり、軽易な文書とし
て廃棄する。

- - なし

106 環境
農政
局

農政
部

水産課 2148 平成10年度　あ
ゆ種苗生産委
託

1 1 10 平成10年度
(11年延長)

神奈川内水面漁業振興会に委託し
ているあゆ種苗生産委託の委託費、
売払収入等の執行関係書類。契約
書ほか添付

環境農
政部

水産課 廃棄 軽易な文書なので廃棄す
る。

- - なし

107 環境
農政
局

農政
部

水産課 2176 栽培漁業事業
化総合推進事
業

1 3 10 平成11年度
(10年延長)

神奈川県栽培漁業協会に補助して
行った「まだい資源増大促進事業」の
補助に係る文書

環境農
政部

水産課 廃棄 補助申請、補助金積算書
類など補助金の執行書類
及び国への報告文書の綴
りであり、軽易な文書とし
て廃棄する。

- - なし
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108 環境
農政
局

農政
部

水産課 2178 平成11年度　あ
ゆ種苗生産委
託

1 4 10 平成11年度
(10年延長)

神奈川内水面漁業振興会に委託し
ているあゆ種苗生産委託の委託費、
売払収入等の執行関係書類。契約
書ほか添付

環境農
政部

水産課 廃棄 軽易な文書なので廃棄す
る。

- - なし

109 環境
農政
局

農政
部

水産課 2180 広域回遊資源
培養管理推進

1 2 10 平成11年度
(10年延長)

国の複合的資源管理型漁業促進対
策事業の実施計画の策定に関する
書類及び同事業の国庫補助を受け
て実施する水産資源培養管理推進
事業費補助金の執行書類の綴り。

環境農
政部

水産課 廃棄 国庫補助を受けた県の事
業であるが、実施計画の
申請及び承認に関する文
書と同事業の一部として実
施した県から神奈川県漁
業協同組合連合会への補
助金の執行書類で事業内
容全体が見てとれるもので
はないので廃棄とする。

- - なし

110 環境
農政
局

農政
部

水産課 2302 平成21年度内
水面特別採捕
許可

1 10 10 平成21年度 神奈川県内水面漁業調整規則に基
づく、特殊な採捕方法の許可に係る
文書綴り。国や自治体が行う魚類な
どの生態把握、環境調査、河川など
の治水のための調査等、公益性の高
いものが多い。

環境農
政部

水産課 保存 県民生活に少なからず影
響を及ぼす可能性がある
許認可に該当するため保
存する。

(1)キ 13(5) 昭和40～
52、58、59、
61～平成17
年度

111 環境
農政
局

農政
部

水産課 2303 平成21年度漁
具敷設許可

1 3 10 平成21年度 神奈川県海面漁業調整規則第47条
による、養殖用漁具の敷設許可の綴
り。

環境農
政部

水産課 保存 県民生活に少なからず影
響を及ぼす可能性がある
許認可に該当するため保
存とする。

(1)エ 13(5) 昭和40～
52、58、59、
61～平成
16、18、20年
度

112 環境
農政
局

農政
部

水産課 2304,2305 平成20年度海
面特別採捕許
可1、2

2 20 10 平成21年度 神奈川県海面漁業調整規則に基づ
く、底引き網漁業等の特殊な採捕方
法の許可に係る文書綴り。国や自治
体が行う魚類などの生態把握、環境
調査等、公益性の高いものが多い。

環境農
政部

水産課 保存 県民生活に少なからず影
響を及ぼす可能性がある
許認可に該当するため保
存とする。

(1)キ 13(5) 昭和40～
52、58、59、
61～平成
18、20年度
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113 環境
農政
局

農政
部

水産課 2171 近代化資金承
認

1 5 10 平成11年度
（10年延長）

国及び本県の漁業近代化資金利子
補給事業に基づき、漁業協同組合が
県内の水産業者に行った融資に対
する利子補給に関する一連の書類で
ある。利子補給申請書、借入申込書
（写）、事業計画書（写）などが綴られ
ている。

農政部 水産課 保存 漁船の建造、機関換装
等、比較的大型の事業が
多く、県の水産行政の歴
史的推移が跡づけられ、
県の水産関係者の動きを
反映する貴重な資料であ
る。

(2)オ、
(1)ウ

11（3） 昭和57～
62、平成元
～7～10、12
年度

114 環境
農政
局

農政
部

水産課 2255 近代化資金利
子補給承認

1 5 10 平成16年度
(5年延長)

国及び本県の漁業近代化資金利子
補給事業に基づき、漁業協同組合が
県内の水産業者に行った融資に対
する利子補給に関する一連の書類で
ある。利子補給申請書、借入申込書
（写）、事業計画書（写）などが綴られ
ている。

環境農
政部

水産課 保存 漁船の建造、水産加工施
設等、比較的大型の事業
が多く、県の水産行政の
歴史的推移が跡づけら
れ、県の水産関係者の動
きを反映する貴重な資料
である。

(2)オ、
(1)ウ

11（3） 昭和57～
62、平成元
～10、12、
14、15、17、１
８年度

115 環境
農政
局

農政
部

水産課 2291 近代化資金利
子補給承認

1 4 10 平成20年度
(1年延長)

国及び本県の漁業近代化資金利子
補給事業に基づき、漁業協同組合が
県内の水産業者に行った融資に対
する利子補給に関する一連の書類で
ある。利子補給申請書、借入申込書
（写）、事業計画書（写）などが綴られ
ている。

環境農
政部

水産課 保存 漁船の建造、水産加工施
設等、比較的大型の事業
が多く、県の水産行政の
歴史的推移が跡づけら
れ、県の水産関係者の動
きを反映する貴重な資料
である。

(2)オ、
(1)ウ

11（3） 昭和57～
62、平成元
～10、12、
14、15、17、１
８年度

116 環境
農政
局

農政
部

水産課 2297 総会終了届 1 10 10 平成21年度 漁業協同組合の総会終了届の綴り。
総会の議案として、各組合の予算決
算書や事業報告書等が添付されて
いる。

環境農
政部

水産課 保存 添付されている各組合の
事業報告書、予算決算書
等から、各組合の実状が
分かり、県内の団体の活
動を跡づける貴重な文書
なので保存とする。

(1)ウ 26 昭和57～平
成3、5～20
年度

117 環境
農政
局

農政
部

水産課 2298 改善資金貸付
決定

1 4 10 平成21年度 神奈川県沿岸漁業改善資金貸付規
則に基づく、ソナーや揚網機など漁
ろう作業省力化のための機器設置な
どに対する同資金の貸付決定を行う
ための一連の書類が綴られている。

環境農
政部

水産課 保存 漁業者の経営改善のため
の資金を貸し付ける事業
であり、県の水産行政の歴
史的推移が跡づけられ、
県の水産関係者の動きを
反映する貴重な資料であ
る。

(2)オ、
(1)ウ

11（3） 昭和57、59
～61、平成
3、4、14～
17、20年度
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118 環境
農政
局

農政
部

水産課 2299 改善資金（資金
管理状況報告・
事務委託）

1 2 10 平成21年度 貸付事務委託に係る執行書類、委託
先である漁業協同組合からの沿岸漁
業改善資金管理状況報告書類、及
び完済者に対する借用証書の返還
に係る決裁文書の綴り。

環境農
政部

水産課 廃棄 金額面等で軽易な事業で
あり廃棄とする

- - 昭和54～
57、59、61、
平成元、2、
4、7、20年度

119 環境
農政
局

農政
部

水産課 2300 近代化資金利
子補給承認

1 3 10 平成21年度 国及び本県の漁業近代化資金利子
補給事業に基づき、県内の水産業者
が漁船建造や水産加工施設等建設
を行った一連の書類である。

環境農
政部

水産課 保存 漁船の建造等、比較的大
型の事業が多く、県の水
産行政の歴史的推移が跡
づけられ、県の水産関係
者の動きを反映する貴重
な資料である。

(2)オ、
(1)ウ

11（3） 昭和57～
62、平成元
～10、12、
14、15、17、１
８年度


